
 

参 考
電波利用料の使途の要件 

電波法第百三条の二 

１～３ （略） 

４ この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる事務その他の電波の適正な利用の

確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として行う事務の処理に要する費用（同

条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十項の特定免

許等不要局を開設した者又は第十一項の表示者が納付すべき金銭をいう。 

一 電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査 

二 総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、

第二十七条の十八第二項及び第三項並びに第二十七条の二十九第二項及び第三項の書類及

び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無線局の免許等に関する

事項を電子情報処理組織によって記録するファイルをいう。）の作成及び管理 

三 電波のより能率的な利用に資する技術としておおむね五年以内に開発すべき技術に関す

る研究開発並びに既に開発されている電波のより能率的な利用に資する技術を用いた無線

設備について無線設備の技術基準を定めるために行う試験及びその結果の分析 

四 特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に

対する交付金の交付を含む。） 

五 特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三

第九項の規定による登録周波数終了対策機関に対する交付金の交付を含む。第十項及び第十

一項において同じ。） 

六 電波の能率的な利用に資する技術を用いて行われる無線通信を利用することが困難な地

域において必要最小の空中線電力による当該無線通信の利用を可能とするため、当該無線通

信の業務の用に供する無線局の開設に必要な伝送路設備（有線通信を行うためのものに限り、

これと一体として設置される総務省令で定める附属設備を含む。）の整備のための補助金の

交付 
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